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の農家戸数は 4,653 戸で，そのうち専業農家が 903 戸，第 1 種兼業農家が 876 戸，第 2 種
兼業農家が 2,874戸である。農家戸数は 1960年から減少傾向にあったが，1985年から急激
な減少を見せている。男子生産人口のいない専業農家の割合をみると，1990 年以降急激に





みると，1970年から 2015年にかけて，経営規模 5ha以上農家の割合は 0.7％から 15.6％へ
と変化しており，大規模経営体の増加が見て取れる(第 5 図)。階層分岐点は，1970 年から
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機械組合は，トラクター2 台(100ps,65ps），田植機 2 台(8 条植），コンバイン 2 台(6 条






まりとなっている。   
機械組合では水稲作業の受託も行っており，集落内では農家番号 12番，15番，17番から















用米の生産を行っており，2018年は大豆 9.1ha，飼料用米 2.6haを生産している(第 7図)。 
大豆の転作作業に関しては，農家番号 2 番がオペレーターとして作業一式を担当している
が，転作作業で使用する農業機械は機械組合からリースしている。飼料用米については，農
家番号 1番と 2番の農家が作業を担当している。 
南引田営農組合の収支構成をみると，2017 年の収入は約 1,500 万円で，収入のうち転作
交付金の占める割合が 80%以上を占めており，重要な収入源となっていることが分かる(第
2表）。次に支出項目をみると，最も支出金額が大きいのは「分配金」885万円である。これ











































行っている。役員は 13 名で，転作作業においては役員 13 名が主要オペレーターとして作
業を担当している。長岡針営農組合ではトラクター2台(85ps,55ps），田植機 1台（8条植），
コンバイン 1台(6条刈)を所有している。 
第 3 表は，長岡針集落における農家全 57 戸のうち，役員 13 戸を含めて営農実態が確認
された農家 31戸の営農状況を示したものである。各農家の水田面積をみると，大崎市にお
ける経営耕地面積規模別農家数の階層分岐点である 1,000a以上が 2戸，次いで 600a～700a
が 2戸，400a～500aが 1戸，300a～400aが 6戸，100a～200aが 15戸，100a未満が 5戸と
なっており,経営面積に格差が生じている。農家の作目構成は，ほとんどが水稲単作である
が，農家番号 2 番(ねぎ，いちご)や農家番号 4 番，11 番(なす，春菊)など労働集約型作物
を組み合わせた複合経営農家もみられる。 
役員 13 名のうち，農家番号 13 番を除くすべての農家で農業専従者あるいは農業主の農
業労働力が存在している。年齢構成をみると，60 代以上の年齢層が高い割合を占める一方
で，相対的に経営規模の大きな農家では 20 代～40 代の農業労働力も確認することができ





















は 18戸のみで，残り 13戸は個人名義でコメを出荷している。農家 31戸のうち個別で水稲






している農家は 9 戸で，残り 4 戸は部分委託となっている。委託先は長岡針営農組合が 9 
戸，農家番号 4番が 2戸，農家番号 3番が 1戸，集落外農家が 1戸となっている。長岡針営











































































































年産収入が直近の過去 3 年の平均収入を下回った際にその減収額の 9 割を補てんする収入減
少影響緩和対策(ナラシ)を含むもので,助成対象とされたのは,4ha 以上(北海道は 10ha 以上)




滋賀県，秋田県，石川県の 6 地域のみとなっている。 
 
3)全国における 2010 年から 2015 年の経営耕地面積規模別の農業経営体の推移をみると，経営

















7) 2018 年度の大崎市の農作業標準賃金表では，耕起 5,000 円/10a，代かき 5,800 円/10a，田植
え 6,500 円/10a，稲刈り 15,400円/10a となっている。機械組合に参加する農家は，この半額





8)作業ごとの受託料金は，耕起・代かきが各 3,000円/10a，田植え 4,000 円/10a，稲刈り 8,000 
円/10a，作業一式委託の場合は 15,000 円/10a となっており，正規料金よりも安価な料金とな
っている。 
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